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研究成果の概要（和文）：　自国市場に自国企業と外国企業とが存在し、クールノー競争を行っている。自国政
府は補助金給付部門と関税徴収部門とで構成されている。両部門の「真の目的」は、私益追求であるが、補助金
率や関税率を決定する際は「みかけ上の目的」として、公益追求か私益追求かを選択できるとする。得られた結
果は次の通りである。(1)関税徴収部門が採用する見かけ上の目的関数が私益追求型である場合、補助金給付部
門が公益追求型を採用したほうが、両部門の私益が増加する場合が存在する。(2)両部門がみかけ上の目的とし
て、私益追求型を採用したほうが、一部門が公益追求型を採用する場合に比べて自国の厚生が高まる場合が存在
する。

研究成果の概要（英文）：We consider a government consisting of two policy implementation 
departments,
each of which is self-interested. We examine whether each of these departments
disguises itself as a benevolent policymaker in the sense that it adopts welfare maximization as its
 “surface” objective to determine the policy variable, although its“true” objective is 
self-interest maximization under a tariff/subsidy scheme. We also examine whether an increase in the
 number of departments disguising themselves as welfare-maximizers improves welfare. When the cost 
difference between home and foreign firms is at the intermediate level, the subsidy department does 
not disguise itself as a benevolent policymaker, whereas the tariff department may do so. In 
addition, the welfare level in the partial disguise case is lower than that in the no disguise case.

研究分野：応用ミクロ経済学
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１．研究開始当初の背景 
貿易政策の研究の流れにおいて、一番オー
ソドックスなものは、政策当局は厚生を最大
にするように政策変数の水準を定めるとい
うものである。この設定には下記の「隠され
た」３つの特徴が前提となっている。 
特徴 1 政策当局は当該部局の私益ではなく
公益の最大化を「真」の目的としている。 
特徴 2 政府内の各政策当局は「協調」して
政策変数を決定する。 
特徴 3 政策当局の「真」の目的と採用して
いる目的関数とが一致している。 
研究の方向性は、当然ながら、上記の３つ
の前提を外したより一般的な枠組において
進んできた。特徴 1を前提としない研究の流
れは、貿易政策に限っても二つ存在する。一
つは、厚生最大化とは異なる目的関数を外生
的に定めた上で、厚生最大化の時と政策効果
がどのように異なるかを研究するという流
れである。もう一つは、政府の目的関数を利
益団体がロビー活動を通じて内生的に厚生
最大化である状況を歪めてしまい、政府はそ
の歪んだ目的関数の下で政策決定を行った
帰結を分析するという研究の流れである。た
だし、注意すべきは、これらは、特徴 2、3
を前提とした上で分析が行われている。 
「縦割り行政」という言葉にも表されてい
る通り、政府の各部局は私益を追求し、他部
局との協調を図っていない。この意味でより
現実的な研究として、特徴 1のみならず特徴
2 をも外した分析枠組み考えられる。ところ
が、貿易政策では、このような問題意識から
の研究はみられない。 
特徴 1を採用しつつも、特徴 3が必ずしも
生じないことを示した例外的な研究として、
Clark and Collie (2008, RIE)が挙げられる。彼
らは、厚生最大を目指す各政府が互いの企業
に輸出税を課す局面において、税率の決定の
権限を、厚生最大化を目指す政策担当者か関
税収入最大化を目的とする政策担当者のど
ちらに委譲するか？という問題を分析し、厚
生最大化を目的とする政府が、関税収入最大
化を目指す政策担当者への権限委譲の可能
性を示した。つまり、この結果は、政策当局
の「真」の目的と政策当局が採用する目的関
数との間の不一致が内生的に生じうること
を意味している。 
 真の目的と採用する目的関数に差が生じ
るもう一つの可能性としては、各国政府が政
策行使の際に立脚しているタイムスパンに
差があることが考えられる。企業の権限委譲
の 分 野 で は 研 究 が 行 わ れ て お り 、
Barcena-Ruiz and Espinosa (1996, JEMS)は、各
企業の経営者のタイムスパンの差を考察し、
一方の企業の所有者は経営者に短期的な視
野に立つ報酬体系を提示し、もう一方の所有

者は長期的視野に立つそれを提示するのが
均衡となる可能性を示した。このアイデアを
政府の政策決定に適用し、各部局が自らの私
益を追求するために長期的視野に立った目
的関数なのか、短期的視野に立ったそれを採
用するのか、ということが考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は次の二つである。 
目的１ 「省益優先」の政策当局が「慈悲深 
い」政府のふりをするのか？ 
補助金部門と関税部門よりなる政府を考え
る。「縦割り行政」と「省益優先」を反映し
て各部門が行動する際、目的関数として厚生
最大化と採用し、「慈悲深い」政府のふりを
することがあるかどうか、あるのであればそ
れは具体的にどのような状況かを考察する。
加えて、「慈悲深い」ふりをする部門が存在
する際の経済厚生と、どちらもが私益を優先
した目的関数を採用する際のそれとを比較
して、どちらの厚生水準が高くなるのかをみ
る。 
目的２ 一方の政府は「長期的視野」に立ち、
もう一方が「短期的視野」に立つことがある
のか？ 
両国政府が私益を追求する形で、関税あるい
は補助金政策をとる際に採用する目的関数
が、私益追求を前提した際に、長期的視野に
立ったものなのか、短期的なそれなのかを検
証する。 
 
３．研究の方法 
 各目的において、主担当を置き予備的考察
から進めていくことにした。目的１について
は、林原先生が、目的２については岡村先生
が主担当となった。研究代表者の大川は、両
目的の進捗状況を把握し、どちらの研究を先
に進めていくかなどの判断を下すとともに、
下記の打ち合わせを行う適切な時期を選定
するなどの役目を担った。野村先生には、考
案されたモデルの検算や数値計算などの役
目を果たしてもらった。 
 論文作成ソフトを LaTEX に統一し、作業
の効率化を図った。メーリングリスト(ML)
を作成し、新たな進展があった場合には、ML
にファイル添付する。その際の添付ファイル
は TEXのソースファイルかあるいは PDFと
定めた。 
 比較的大きな進捗があった場合を含め、研
究の進捗状況の共有化を図るために年に数
回、打ち合わせを行い、先生毎に進捗状況を
報告、不明点を皆で検討、といった形で利用
した。特に、結果の直観的な説明の部分に関
しては、打ち合わせの中で考察することにし
た。 
 
４．研究成果 
 目的１については、予備的な分析も含め、



次の二つの成果を得た。 
 一つ目の結果は、予備的な結果である。そ
もそも、公益を最大化する政府部門が私益を
追求することによって、貿易政策の行使に何
らかの変化が生じるのかどうかを見たもの
である。具体的には次のような状況を想定す
る。対称的な 3国にそれぞれ分断された規模
の同じ市場が存在し、各国企業 1,2,3 は各市
場で 3 社クールノー寡占状態であるとする。
スタート時点では、各国市場における「外国
企業」には関税が課されているとする。 
政府が FTA 締結部門と関税徴収部門に分
かれているとする。FTA締結部門は、公益追
求として、自国の厚生を評価指標して、FTA
を締結し関税を撤廃するか存続するかを決
定する。関税の存続が選択された場合、関税
徴収部門は、自らの目的に従い、関税率を決
定する。この徴収部門の目的として、自国の
厚生最大化と関税収入最大化の 2つの場合を
考える。 

FTAの締結については、全く FTAが存在し
ていない状態から、1国と 2国が FTAを結ぶ
というケースと、すでに、1 国と 2 国との間
で結ばれているFTAに 3国が新たに加わると
いうケースの 2つの状況を取り扱う。言うま
でもなく、この状況で FTAが結ばれれば、自
由貿易が成立する。 
なお、繰り返しゲームの枠組みで考察する
がゆえに、FTA締結の「生じやすさ」を割引
因子の閾値で評価することになる。FTA非締
結時の関税徴収部門の目的の違いが、FTA締
結の生じやすさの閾値にどのような影響を
与えるのかを見ていく。 
得られた主な結果は、次のとおりである。

(1)どの国も FTA を締結していない状況下に
おいて、1国と 2国が FTA締結を目指してい
るとする。このとき、各国の関税徴収部門が
厚生を最大化するのか、関税収入を最大化す
るのかによって、FTA締結の可能性はほとん
ど変わらない。(わずかに公益追求型の方がよ
り結ばれやすいが。) 
(2) すでに、1国と 2国との間で FTAが結ば
れているとする。このとき、当該 FTAに 3国
が新たに加わるという可能性は、3 国の関税
徴収部門が私益を追求している方が、公益を
追求している場合よりも、高くなる。 
ここまでの結果は、後述の雑誌論文 3番に
示している。 
論文上梓の後、分析そのものはさらに進め、

FTA締結部門がKrishna (1998, QJE)に倣って、
ロビイングから生産者余剰を評価指標にし
ているような私益追求の場合も取り扱い、両
部門が公益追求型、両部門が私益追求型の際
に、FTAの締結の可能性がどのように変化す
るのかも考察した。その結果、上記に FTA締
結の可能性について、次のようなことが判明
した。 
(3) どの国も FTAを締結していない状況下に
でも、すでに 1国と 2国が FTA締結を済ませ
ている場合でも、FTA締結を目指す政府の量

部門が、公益追求型である方が私益追求型で
ある場合よりも FTAが結ばれやすい。 
(4) FTA 締結部門が私益追求型で関税徴収部
門が公益追求型という場合と、両部門が私益
追求型という場合を比較する。どの国も FTA
を締結していない状況下にでも、すでに 1国
と 2国が FTA締結を済ませている場合でも、
両部門が私益追求型の方が FTA は形成され
やすい。 
 (2)と(4)の結果から、両部門が私益を追求し
ているとして、部分的に公益追求型に無理や
り部門の目的を変更すると、FTAが非常に結
ばれやすくなる場合もあれば、逆に、FTAが
結ばれにくくなる場合もあることが見て取
れる。 
 二つ目の結果は、自国市場に自国企業と外
国企業とが存在し、同質財クールノー競争を
行っている状況を考える。自国政府は補助金
給付部門と関税徴収部門とで構成させ、前者
は自国企業に補助金を給付、後者は外国企業
に関税を課しているとする。両部門の「真の
目的」は、私益追求(生産者余剰や関税収入の
最大化)であるが、補助金率や関税率を決定す
る際は「みかけ上の目的」として、公益追求
(厚生最大化)か私益追求かを選択できる。さ
て、両部門は、私益追求のために、わざと公
益追求の目的を「みかけ上の目的」として採
用することがあるのかどうかを考察した。 
 得られた結果は次の通りである。 
(1)関税徴収部門が採用する見かけ上の目的
関数が私益追求型である場合、補助金給付部
門があえて見かけ上の目的として公益追求
型を採用したほうが、両部門の私益が増加す
る場合が存在する。 
(2)両部門がみかけ上の目的として、私益追求
型を採用したほうが、一部門が公益追求型を
みかけ上の目的として採用する場合に比べ
て自国の厚生が高まる場合が存在する。 
 上記の結果は、2017年度中に出版予定の、 
Hayashibara, M., T. Ohkawa, R. Nomura.and M. 
Okamura, “A Selfish Policymaker May Disguise 
Itself as a Benevolent Policymaker,” Recent 
Developments in Normative Trade Theory and 
Welfare Economics, (eds. by Binh Tran-Nam, 
Makoto Tawada and Masayuki Okawa), Springer.
の 10章に所収される。 
 目的 2についてであるが、残念ながら、成
果を上げることができなかった。理由は、主
担当の岡村先生が 2014年度末から 2015年の
春先にかけて体調を崩され長期療養を余儀
なくされたこと、加えて、復調後、先生のご
母堂様の長期入院の介護により、再び体調を
崩され、研究時間を満足に確保できなかった
ことにある。 
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